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１．14 年 3 月期の業績(平成 13 年 4 月１日～平成 14 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売 上  高 営 業  利 益 経 常  利 益 
 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円 
304,658 
357,009 

％ 
   △14.7 
  1.3 

百万円 
        2,797 

15,608 

％ 
  △82.1 
   157.3 

百万円 
2,049 
15,836 

％ 
  △87.1 
   396.4 

 
   

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円 
△8,351 
10,924 

％ 
    ― 
   303.5 

円 銭 
△15 00 
19 45 

           円 銭 
             ―  
           19  30 

％ 
△3.4 
4.5 

％ 
0.4 
2.8 

％ 
0.7 
4.4 

（注）①期中平均株式数        14 年 3 月期  556,734,080 株    13 年 3 月期  561,809,596 株 
      ②会計処理の方法の変更    無 
      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 
  中  間 期  末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配当率 

 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

円 銭 
5 00 
6 00 

円 銭 
2 50 
3 00 

円 銭 
2 50 
3 00 

百万円 
2,780  
3,368 

％ 
― 

      30.8 

％ 
1.2 
1.3 

 
(3)財政状態 
 

総 資 産

 

株 主 資 本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
14 年 3 月期 
13 年 3 月期 

百万円 
551,039 
588,899 

百万円 
239,765 
258,283 

％ 
               43.5 
               43.9 

               円 銭 
          435  25 
          459  73 

(注) ①期末発行済株式数 14 年 3 月期  550,869,453 株 13 年 3 月期 561,820,444 株 
 ②期末自己株式数  14 年 3 月期        398,651 株  

２．15 年 3 月期の業績予想(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
160,000 
335,000 

百万円 
2,500 
8,000 

百万円 
 1,500 
5,000 

円 銭 
2  50 
― 

円 銭 
― 

2  50 

円 銭 
― 

5  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  9 円 08 銭 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結６ページを参照して下さい。 

当 期 純 利 益 

http://www.nsk.com/


 
－単独 1－

 
 

 
比 較 貸 借対照表  

 
(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４１期 

(平成 14 年 3 月 31 日) 

第１４０期 
(平成 13 年 3 月 31 日) 

比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
      １９９，８０６ 

 
      ２２４，２９３ 

 
△２４，４８７ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
自 己 株 式 
製 品 
仕 掛 品 
材 料 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

５，０００ 
８４０ 

９０，４４８ 
３０，６２８ 

－ 
８，３７２ 
１６，６３５ 

８３１ 
９５４ 

２２，８６７ 
１，３９０ 
２１，８５９ 

△２１ 
 

３５１，２３２ 

１，３２４ 
１，４９３ 

１１８，５１４ 
２２，３１０ 

０ 
９，３０９ 
１９，７７７ 

９５３ 
１，２１６ 
１９，６８０ 
２，１６４ 
２７，７８２ 

△２３４ 
 

３６４，６０５ 

３，６７６ 
△６５３ 

△２８，０６６ 
   ８，３１８ 

   △０ 
△９３７ 

△３，１４２ 
△１２２ 
△２６２ 

３，１８７ 
△７７４ 

△５，９２３ 
２１３ 

 
△１３，３７３ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
９４，２５９ 

 
１０５，６３１ 

 
△１１，３７２ 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

３０，９７７ 
２，１４４ 
４０，２２１ 

１７６ 
２，６８８ 
１５，１９８ 
２，８５２ 

 
１，４２８ 

２７，２７８ 
１，８４２ 
５０，４１０ 

２４５ 
３，０３３ 
１６，７５７ 
６，０６４ 

 
１，３９３ 

３，６９９ 
３０２ 

△１０，１８９ 
△６９ 

△３４５ 
△１，５５９ 
△３，２１２ 

 
３５ 

借 地 権 
その他の無形固定資産 

 
投  資  等  

１，１６８ 
２５９ 

 
２５５，５４４ 

１，１６５ 
２２８ 

 
２５７，５８０ 

３ 
３１ 

 
△２，０３６ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
自 己 株 式 
長 期 貸 付 金 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

８５，６０３ 
１６４，４６８ 

－ 
１，６６６ 
４，９９８ 
△１，１９３ 

 

１１０，００８ 
１４０，９０９ 

３４３ 
２，６６６ 
４，９０７ 
△１，２５５ 

 

△２４，４０５ 
２３，５５９ 

△３４３ 
△１，０００ 

９１ 
６２ 

 
資 産 合 計 ５５１，０３９ ５８８，８９９ △３７，８６０ 



 
－単独 2－

 
(単位 百万円)

 
科   目

 
第１４１期 

(平成 14 年 3 月 31 日) 

第１４０期 
(平成 13 年 3 月 31 日) 

比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１５７，９０９ 

 
１７２，５５９ 

 
△１４，６５０ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
コマーシャルペーパー 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

５，５６５ 
７５，９５９ 
４１，７５８ 

－ 
２０，０００ 

－ 
５，４５７ 
８，４９６ 

１９ 
６５３ 

 
１５３，３６３ 

１１，８８１ 
７８，６４３ 
４４，５１８ 
１０，０００ 

－ 
２７３ 

１０，５４５ 
１１，４６６ 
２，３０３ 
２，９２６ 

 
１５８，０５５ 

△６，３１６ 
△２，６８４ 
△２，７６０ 

△１０，０００ 
２０，０００ 

△２７３ 
△５，０８８ 
△２，９７０ 
△２，２８４ 
△２，２７３ 

 
△４，６９２ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

８０，０００ 
１６，９８９ 
４２，４６４ 
４，４４９ 
７，２３５ 
１，６００ 

６２５ 
 

１００，０００ 
１６，９８９ 
１４，６３２ 
１２，９９４ 
１１，３６４ 
１，５６５ 

５１１ 
 

△２０，０００ 
－ 

２７，８３２ 
△８，５４５ 
△４，１２９ 

３５ 
１１４ 

 
負 債 合 計 ３１１，２７３ ３３０，６１５ △１９，３４２ 

(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１７６ 

 
６７，１７５ 

 
１ 

 
法 定 準 備 金  

 
８８，２１６ 

 
９２，４５１ 

 
△４，２３５ 

資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

 
剰  余  金  

７７，９２３ 
１０，２９２ 

 
６０，５０８ 

８２，３５９ 
１０，０９２ 

 
７２，２７８ 

△４，４３６ 
２００ 

 
△１１，７７０ 

事 業 研 究 費 積 立 金 
特 別 償 却 積 立 金 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
固定資産圧縮特別勘定積立金 
別 途 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理損失 ( △ ) 

１，６２７ 
－ 
１ 

１，５２９ 
７４ 

６３，２６６ 
△５，９８９ 

１，６２７ 
１１ 
１ 

１，４７７ 
－ 

５８，７６６ 
１０，３９４ 

－ 
△１１ 

－ 
５２ 
７４ 

４，５００ 
△１６，３８３ 

  (うち当期純利益又は  
 当 期 純 損 失 ( △ ) ) 

(△８，３５１) (１０，９２４) (△１９，２７５) 

 
評 価 差 額 金  

 
２４，２２０ 

 
２６，３７８ 

 
△２，１５８ 

その他有価証券評価差額金 ２４，２２０ ２６，３７８ △２，１５８ 
 
自 己 株 式  

 
△３５６ 

 
－ 

 
△３５６ 

    
    

資 本 合 計 ２３９，７６５ ２５８，２８３ △１８，５１８ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５５１，０３９ ５８８，８９９ △３７，８６０ 
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比 較 損益計算書  
 

(単位 百万円)

 科   目 

第１４１期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

第１４０期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 比 較 増 減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

  

(経 常 損 益の部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

３０４，６５８ 
２６６，５３２ 
３５，３２８ 
２，７９７ 

％ 
 

100.0 
87.5 
11.6 
0.9 

 
 

３５７，００９ 
３０３，８７１ 
３７，５２９ 
１５，６０８ 

％ 
 

100.0 
85.1 
10.5 
4.4 

 
 

△５２，３５１ 
△３７，３３９ 
△２，２０１ 
△１２，８１１ 

％ 
 

△14.7 
△12.3 
△5.9 
△82.1 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
５，９０２ 

 
1.9 

 
１０，５８２ 

 
2.9 

 
△４，６８０ 

 
△44.2 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

４，５８２ 
１，３１９ 

６，６４９ 

1.5 
0.4 

2.1 

６，８９８ 
３，６８４ 

１０，３５５ 

1.9 
1.0 

2.9 

△２，３１６ 
△２，３６５ 

△３，７０６ 

△33.6 
△64.2 

△35.8 
支 払 利 息 
雑 損 

経 常 利 益 

３，４１９ 
３，２２９ 

２，０４９ 

1.1 
1.0 

0.7 

４，８２８ 
５，５２６ 

１５，８３６ 

1.3 
1.6 

4.4 

△１，４０９ 
△２，２９７ 

△１３，７８７ 

△29.2 
△41.6 

△87.1 

(特 別 損 益 の部 ) 
特別利益 １０，２３１ 3.3 ２４，１４８ 6.8 △１３，９１７ △57.6 
子会社株式等売却益 
投資有価証券売却益 
固 定 資 産 売 却 益 
退職給付信託設定益 

特別損失 

６８２ 
２７２ 

９，２７６ 
－ 

１７，０７８ 

0.2 
0.1 
3.0 
－ 

5.6 

３１１ 
３，５９６ 

－ 
２０，２４１ 

２３，０８７ 

0.1 
1.0 
－ 
5.7 

6.5 

３７１ 
△３，３２４ 
９，２７６ 

△２０，２４１ 

△６，００９ 

119.1 
△92.4 

－ 
－ 

△26.0 
子 会 社 支 援 損 等 
事 業 構 造 改 善 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
退職給付変更時差異 
子 会 社 株 式 売 却 損 

 
税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

３，５４６ 
３４８ 

１３，１８４ 
－ 
－ 
 
 

△４，７９７ 

1.2 
0.1 
4.3 
－ 
－ 

 
 
△1.6 

４，２２８ 
９０５ 

－ 
１６，９６３ 

９９０ 
 
 

１６，８９７ 

1.2 
0.2 
－ 
4.8 
0.3 

 
 

4.7 

△６８２ 
△５５７ 

１３，１８４ 
△１６，９６３ 

△９９０ 
 
 
△２１，６９４ 

△16.1 
△61.5 

－ 
－ 

   － 
 
 
△128.4 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

１，２７５ 
２，２７９ 

0.4 
0.7 

４，１２０ 
１，８５２ 

1.1 
0.5 

△２，８４５ 
４２７ 

△69.1 
23.0 

 
当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 

 
△８，３５１ 

 
△2.7 

 
１０，９２４ 

 
3.1 

 
△１９，２７５ 

 
△176.4 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
利 益 準 備 金 積 立 額 

 

３，７６５ 
１，４０３ 

－ 
  

１，３２２ 
１，６８４ 

１６８ 
    

当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期未処理損失 ( △ ) 

 
△５，９８９ 

  
１０，３９４ 
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比 較 利益処分案  
 
  (単位 百万円) 

 
 

第１４１期 
(平成13年4月1日～平成14年3月31日) 

第１４０期 
(平成12年4月1日～平成13年3月31日) 

 
当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 
固定資産圧縮特別勘定積立金取崩額 
別 途 積 立 金 取 崩 額 

 

 
△５，９８９ 

－ 
１１８ 
７４ 

１０，０００ 

 
１０，３９４ 

１１ 
８４ 
－ 
－ 

計 
 
 

これを次のとおり処分します。 
 

利 益 準 備 金 
利 益 配 当 金 

 
 

取 締 役 賞 与 金 
 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 特 別 勘 定 積 立 金 
別 途 積 立 金 

 

４，２０２ 
 
 
 
 

－ 
１，３７７ 

（１株につき２円５０銭） 
 

                  －  
 

１，３６１ 

      － 

         － 

１０，４９０ 
 
 
 
 

２００ 
１，６８４ 

（１株につき３円００銭） 
 

１３０ 
 

１３６ 

    ７４ 

 ４，５００ 

計 
 

次 期 繰 越 利 益 

２，７３８ 
 

１，４６４
 

６，７２５ 
 

３，７６５
 

(注)平成１３年１２月１２日に、１，４０３百万円(１株につき２円５０銭)の中間配当を実施いたし 
ました。 
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重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針重要な会計方針    

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  子会社株式及び関連会社株式は、移動平均法による原価法であります。 
 その他有価証券 
  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 
  ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して
おります。 
 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円価に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 
 

５．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
      期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、ま
た貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上しており
ます。 

 
(2) 退職給付引当金 
  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。 
 

(3) 役員退職慰労引当金 
   役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 
    この役員退職慰労引当金は商法第 287 条ﾉ 2 の引当金であります。 

６． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 
   為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについて
は特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建債権 
金利スワップ   借入金 

 
(3) ヘッジ方針 
   当社は、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建
債権の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の 
為に金利スワップ取引を行うものとしております。 
 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、
有効性の評価としております。 

 
８．消費税等の会計処理 

  税抜方式であります。 
 
 
 
追追追追    加加加加    情情情情    報報報報 
 
    従来、資産の部に表示していた「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により当期末においては資本
の部の末尾に記載しております。 
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注記事項注記事項注記事項注記事項    

(貸借対照表に関する事項) 
     第141期    第140期 
１．子会社に対する短期金銭債権 84,612百万円 112,548百万円 
     〃   長期金銭債権 2,223百万円 737百万円 
     〃   短期金銭債務 10,582百万円 5,019百万円 
     〃   長期金銭債務 322百万円 210百万円 
   
２．有形固定資産の減価償却累計額 235,052百万円 257,531百万円 
   
３．保証債務等 39,677百万円 57,972百万円 
 （保証類似行為を含めております。）  
   
４．転換社債の転換による新株発行額 2百万円 15百万円 
  転換社債の転換による資本組入額 1百万円 7百万円 
   
５．自己株式買入消却   
  資本準備金による消却 4,437百万円 ― 
   
６．発行済株式数の増減 
    転 換 社 債 の 転 換 に よ る 増 加 
    自己株式の買入消却による減少 

   

 
5千株 

10,558千株 

 
30千株 

― 

 
(損益計算書に関する事項) 

子会社との取引高     第141期    第140期 
     売 上 高 138,472百万円 183,317百万円 
     仕 入 高 53,067百万円 24,087百万円 
   営業取引以外の取引高 148,645百万円 26,943百万円 

 
リース取引関係リース取引関係リース取引関係リース取引関係    
            
(所有権移転外のファイナンス・リース取引)    

第141期           第140期 

    (工具器具備品等)    (工具器具備品等) 
１. 取 得 価 額 相 当 額 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 
期 末 残 高 相 当 額 

  3,284百万円 
1,448百万円 
1,836百万円 

  5,172百万円 
2,713百万円 
2,459百万円 

２. 未経過リース料期末残高相当額   
 
 
 

１ 年 内 
１ 年 超 
(合   計) 

668百万円 
1,167百万円 

  (  1,836 百万円) 

1,004百万円 
1,454百万円 

  (    2,459 百万円) 

３. 支払リース料(減価償却費相当額) 770百万円 1,245百万円 

４. 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
によっております。 

５. リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高
等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 
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有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                                  (単位  百万円) 

第 141 期 
(平成 14 年 3 月 31 日現在) 

第 140 期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

種 類 
貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 貸借対照表 

計上額 時 価 差 額 

子会社株式 － － － － － －

関連会社株式 2,692 6,157 3,465 2,692 6,677 3,984

合  計 2,692 6,157 3,465 2,692 6,677 3,984
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役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）役員の異動（平成１４年６月２７日付）    

 
（１） 代表者の異動 
            代表取締役会長  関 谷  哲 夫  （現  代表取締役社長） 
            代表取締役社長  朝 香  聖 一  （現  代表取締役専務） 
 
（２）新任取締役候補者 
          ＊町 田    尚      （現  執行役員常務） 

＊大 塚  紀  男    （現  執行役員） 
       ＊印の取締役候補者は執行役員を兼務する予定であります。 

 
（３）退任予定取締役 
            古  村  恭三郎   （現  取締役専務） 

高  野  公  一   （現  取締役専務） 
            
（４）新任監査役候補者 

古  村  恭三郎   （現  取締役専務） 
            高  野  公  一   （現  取締役専務） 
 
（５）退任予定監査役 
              賴    峰  雄   （現  常勤監査役） 
            中  森  鐐  司   （現  常勤監査役） 
 
（６）新任執行役員予定者 
            谷  川  紀  彦   （現  顧問） 
            松  尾    望     （現  ｴﾇｴｽｹｰ販売㈱専務取締役、東日本ｶﾝﾊﾟﾆｰ長） 
            玉  置    明     （現  精機本部 精機事業部 ﾒｶﾄﾛ製品技術部長） 
            斎  藤  量  一   （現  経営企画本部 副本部長） 
            正  田  義  雄   （現  総合研究開発ｾﾝﾀｰ 基盤技術研究所長） 
            宇  山  洋  一   （現  藤沢工場長） 
            新  保  敏  英   （現  NSK BEARINGS MANUFACTURING  

INDONESIA副社長 ） 
（７）退任執行役員予定者 
            関  谷  哲  夫   （現 代表取締役社長） 
                               代表取締役会長に就任予定 
            古  村  恭三郎   （現 執行役員専務） 
                               常勤監査役に就任予定 
            高  野  公  一   （現 執行役員専務） 
                               常勤監査役に就任予定 
            上  野  晢  夫   （現 執行役員） 
                               ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｵﾌｨｻｰ、ｴﾇｴｽｹｰ･ﾜｰﾅｰ㈱取締役社長に就任 
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永  山  雄次郎   （現 執行役員） 
                               ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｵﾌｨｻｰ､ｴﾇｴｽｹｰ･ﾄﾘﾝﾄﾝ㈱取締役社長に就任 
            門  野  和  敏   （現 ｴﾇｴｽｹｰ・ﾈｯﾄｱﾝﾄﾞｼｽﾃﾑ㈱取締役社長） 
                               理事、ｴﾇｴｽｹｰ･ﾈｯﾄｱﾝﾄﾞｼｽﾃﾑ㈱取締役に就任予定 
            長  田  良  二   （現 ｱｼﾞｱ本部長） 
                               理事、韓国 NSK取締役副社長に就任予定 
 
（８）役員の昇格 
            副社長   村  田  正  雄   （現  執行役員 専務） 
            専務     猪  俣  忠  雄   （現  執行役員 常務） 
            常務     大  塚  紀  男   （現  執行役員） 
            常務     庄  司  雅  夫   （現  執行役員） 
            常務       原    道  夫   （現  執行役員） 
 
 
○ 尚、相談役 荒  田  俊  雄  氏は、名誉顧問に就任の予定 
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新役員体制 
 以上の異動により、平成１４年６月２７日付にて、当社の役員体制は次のようになります。 
 
 取締役（＊印は執行役員を兼務） 
     代表取締役会長     関  谷  哲  夫 
   ＊代表取締役社長     朝  香  聖  一 
   ＊代表取締役副社長   村  田  正  雄     社長補佐 
   ＊取締役専務         寺  尾    勇       社長補佐、生産部門総括 
   ＊取締役専務         猪  俣  忠  雄     社長補佐、技術部門総括、技術開発本部長 
   ＊取締役常務         町  田    尚       技術部門総括補佐、総合研究開発ｾﾝﾀｰ所長 
                                           軸受技術ｾﾝﾀｰ所長、技術開発本部副本部長 
   ＊取締役常務         大  塚  紀  男     管理部門総括、ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ経営本部長 
     社外取締役         伊  藤  建  彦 
 
 監査役 
     常勤監査役         古  村  恭三郎 
     常勤監査役         高  野  公  一 
     社外監査役         小  林    喬 
     社外監査役         山  本  惠  朗 
 
 執行役員 
     執行役員常務       小  野  敏  彦     アジア事業本部長、アジア地区担当 
     執行役員常務       小野瀬  喜  章     人事部担当、エヌエスケー人事サービス㈱ 
    取締役社長 
     執行役員常務       三  觜  行  雄     自動車本部長、アジア事業本部副本部長 
     執行役員常務       篠  原  三知夫     自動車本部副本部長 
     執行役員常務       矢  野  豊  明     生産企画本部長、自動車本部副本部長、 
    生産技術センター、環境管理部、 
    品質保証部担当 
     執行役員常務       谷  川    彰       営業本部長、海外 CS部担当、 

   エヌエスケー販売㈱取締役社長 
     執行役員常務       庄  司  雅  夫     自動車技術センター所長、エヌエスケー・ 
    ステアリングシステムズ㈱取締役社長 
     執行役員常務         原    道  夫     軸受本部長、調達本部長、 
    小径軸受事業部長 
     執行役員常務       谷  川  紀  彦     コーポレート経営本部副本部長 
   （兼）事業企画部長 
     執行役員           ラリー・P・    NSK EUROPE LTD．CO－CEO 
                          マクファーソン  （兼）COO 
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 執行役員           森  田  靖  彦     総務部長、広報部担当 
     執行役員           三  木  玄  夫     経理部長、IR室長 
     執行役員           出  川  光  夫     欧州総支配人 
     執行役員           村  本    薫       米州総支配人 
     執行役員           殿  岡  勝  久     滋賀工場長 
     執行役員           功  力  誠  治     生産企画本部副本部長 
     執行役員           恵  島  祥一朗     アセアン総支配人 
     執行役員           中  川  信太郎     品質保証部長 
     執行役員           吉  開    高       エヌエスケー・ステアリングシステムズ 
    ㈱取締役副社長 
     執行役員           小  林  秀  一     精機本部長（兼）精機事業部長 
     執行役員           阿  部  信  義     中部日本自動車部長 
     執行役員           松  尾    望       エヌエスケー販売㈱取締役副社長 
   （兼）東日本カンパニー長 
     執行役員           玉  置    明       精機本部精機事業部副事業部長 
   （兼）メカトロ製品技術部長 
     執行役員           斎  藤  量  一     コーポレート経営本部経営企画部長 
     執行役員           正  田  義  雄     総合研究開発センター副所長 
   （兼）基盤技術研究所長 
     執行役員           宇  山  洋  一     埼玉工場長 
     執行役員           新  保  敏  英     藤沢工場長 

以 上 
 


